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２■施策の担当課による評価結果　　　　　 
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　地域コミュニティの重要度は毎年増している。まちづくり条例の制定と「協働推進計画」に基づき、公用車、備品貸出制度を実施、地域活動を支援した。また、区交付金の見直しの検討を次年度に
向けて進めた。

　区、町内会の情報発信の意欲向上を図るため、講座を開催した。ま
た集会所の改修などの要望見通しを立てるため、アンケートを実施
し、今後の計画につなげることができた。

　協働相手の大きな柱のひとつがコミュニティであるが、
時代とともに関係が希薄化しており、今後はコミュニティ
事業をより一層活発化する必要がある。

　平成１９年度に策定した「協働推進計画」に基づき、今後のコミュ
ニティ支援策を実施していく。

　前年度に引き続き区長研修会を開催することができた。今後のコ
ミュニティ支援策を盛り込んだ「協働推進計画」を策定することがで
きた。

　市民協働の大きな柱のひとつがコミュニティであるが、
時代とともに関係が希薄化しており、今後はコミュニティ
事業をよりいっそう活発化する必要がある。

　コミュニティ活動の拠点（集会所）整備とともに、コミュニティ意
識の高揚、リーダーの養成が必要であり、現行の行政区活動推進とと
もに発展を図る。
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総合評価

Ａ

　「協働推進計画」に基づき、コミュニティ情報の発信など支援策を
実施し、地域の活動を支援する。

評価の内容

〃

　市民協働の大きな柱のひとつがコミュニティであるが、
時代と共に関係が希薄化しており、よりコミュニティ事業
の推進をし、今後も地域の活性化を図る必要がある。

今後の環境変化を踏まえた課題認識 既存事業の構成や優先順位の考え方、新規事業の必要性の考え方 施策の担当課としての単年度の取り組みの自己評価
　コミュニティ活動（自治会活動）への認識を深めるきっかけづくり
となる区長研修会を開催することができた。今後に繋げたい。

実績値（単位）

　自治会活動など地域の活動状況に対する満足度

〃

　区、町内会の情報発信の意欲向上を図るため、引き続き講座を開催
した。またより地域コミュニティを推進するため、備品貸出制度の準
備を進めることができた。

全期間（平成２３年度～平成２７年度）
達成率(％)

担当課評価

Ａ

平成２２年度評価
（前期の成果）

平成２７年度評価
（全期間の成果）

75.2（％）

目標値（単位）

市民協働課

　地域活動に多くの人が参加することにより地域において人の輪が広がり、自助・共助の精神に基づ
く住民同士の助け合い・支え合い活動が盛んな、地域の人々が自ら考え自ら行動する責任ある地域社
会を築く。

前期（平成１８年度～平成２２年度）
達成率(％)

94.0（％）

市民協働課長
鈴木惠一

実績値（単位）目標値（単位）
指標の定義

　コミュニティ活動の充実さを表す指標

　交流と市民参加「市民と行政が尊重しあう協働のまちづくり」

　参加と協働

８５．０（％）８０．０（％）

１－１施策の名称

１－２担当

 
１－３総合計画に
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１－４施策の目的

基本成果指標名

市民部 評価票作成者

基本施策コードコミュニティ

１－５総合計画に
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標

● 施策評価の判定基準

Ａ ： 施策の目的を効果的に達成しているので継続する

Ｂ ： 施策推進の実施手法等に改善の必要がある



３■参考情報

番号
担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価

担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価 実績値

担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価

1 Ｂ 1 Ｂ Ｂ 1 Ｂ 78.4(％) Ａ 1 Ｂ

2 Ａ 2 Ａ Ａ 2 Ａ 78.4(％) Ａ 2 Ａ

3 Ａ 3 Ａ Ａ 3 Ａ 78.4(％) Ａ 3 Ａ

4 Ａ 4 Ａ Ａ 4 Ａ 78.4(％) Ａ 4 Ａ

5 Ａ 5 Ａ Ａ 5 Ａ 78.4(％) Ａ 5 Ａ

6 Ａ 6 Ａ Ａ 6 Ａ 78.4(％) Ａ 6 Ａ

7 Ａ 7 Ａ Ａ 7 Ａ 78.4(％) Ａ 7 Ａ

8

9

10

11

12

13

14

15

施策を構成する事務事業の評価情報 　平成２０年度

事務事業名称 成果指標と最終目標値(単位) 実績値

集会所建築等補助事業（主要事業） 町内会・自治会加入率　90.0（％） 79.0（％）

行政区交付金事業 町内会・自治会加入率　90.0（％） 79.0（％）

コミュニティ助成事業 町内会・自治会加入率　90.0（％） 79.0（％）

コミュニティ情報発信支援事業 町内会・自治会加入率　90.0（％） 79.0（％）

コミュニティ情報発信事業（主要事業） 町内会・自治会加入率　90.0（％） 79.0（％）

コミュニティリーダーの育成事業 町内会・自治会加入率　90.0（％） 79.0（％）

コミュニティ組織の研究事業 町内会・自治会加入率　90.0（％） 79.0（％） 80.0（％）

　平成２1年度

実績値

80.0（％）

80.0（％）

80.0（％）

80.0（％）

80.0（％）

　平成２２年度

80.0（％）


